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審議事項ア 

社会福祉施設等施設整備費補助金国庫協議優先順位設定基準について 
 

ささえあい福祉局障がい福祉課 
 
 令和５年度当初及び令和４年度国補正における施設整備費補助金の国庫補助協議にあたり、その
優先順位を決定するための基準の設定についてお諮りするものである。 
 
１ 制度概要 
 社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等が設置する障害福祉サービス事業所や障害者支援施設等（鳥
取市内を除く）について、創設、修繕等の施設整備を行う事業に対し、国と県が協調（国 1/2、県 1/4、事業
者 1/4）して補助。各法人へ申請要望を照会し、応募があったものに優先順位を設定した上で国に協議を行
い、内示を受ける。 
 
〈スケジュール〉（先の予定についてはあくまで⾒込み） 
令和４年９月末    要望照会回答締切 
令和４年１１月    第１回社会福祉審議会において優先順位設定基準及び令和４年度国補正に

係る優先順位決定 
令和４年１２月末   令和４年度国補正に係る国庫補助協議資料を国へ提出 
令和５年２月     令和４年度国補正に係る国から内示（内示後、事業開始可能） 
令和５年２月頃    第２回社会福祉審議会において、令和５年度当初に係る優先順位決定 

及び令和４年度国補正に係る採択状況等の事後報告 
令和５年３月     令和４年度国補正に係る交付申請 
令和５年３月末    令和５年度当初に係る国庫補助協議資料を国へ提出 
令和５年６月     令和５年度当初に係る国から内示（内示後、事業開始可能） 
令和５年７月     令和５年度当初に係る交付申請 
 
２ 近年の国予算と鳥取県への国補助金配分額（単位：千円） 
 国 予 算 鳥取県国補助金配分額 
Ｒ５当初 （⾒込）５，４００，０００ 未定 
Ｒ４補正 不明 未定 
Ｒ４当初 ４，８１２，１７５ ３９，１００ 
Ｒ３補正 ８，５３０，０００ ５，８２６ 
Ｒ３当初 ４，８１２，１７５ ３７，１６６ 
Ｒ２補正 ２，３７５，００５ ２０８，５８１ 
Ｒ２当初 １７，４４０，２６２ ３４１，５９４ 
Ｒ１補正 ８，３２０，３８７ ３１，３０４ 
Ｒ１当初 １９，５００，０００ ２３７，９１２ 

 
３ 社会福祉施設等施設整備費補助金の優先順位設定基準について 
【概要】（詳細は別紙設定基準を参照。昨年度からの変更点はありません。） 
・引き続き、受入れ先が不足している強度行動障がい児者及び重度障がい児者の定員を増加させる整備を最
優先項目とする。 

・新型コロナウイルス感染症が全国で猛威を振るっており、引き続き、感染拡大防止のため、入所系施設における
多床室の個室化に関する整備を優先的に行う。 

・施設の防災・減災の観点から、耐震化整備・ブロック塀の改修・非常用自家発電設備整備・スプリンクラー整
備を行う整備に加え、災害による断水時に、飲料水・生活用水の確保の必要性が高い入所施設等の給水設
備、洪水浸水想定区域及び地すべり防止区域等危険区域に所在する施設の移転改築整備を次の優先項
目とする。引き続き、地域生活支援拠点の整備も優先的に行う。 

・その他については、障害福祉計画におけるサービス需要⾒込に対し、現サービス提供体制が不足しているサービス
の定員を増やす整備を優先する。 
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社会福祉施設等施設整備費国庫補助金協議優先順位設定基準 

 

令和４年１１月１７日 

ささえあい福祉局障がい福祉課 

 

Ⅰ 目的 

  令和５年度分社会福祉施設等施設整備費国庫補助金協議の実施に当たり、満たすべき基準の整

理と、優先順位を付すための県基準を定める。(今後の国庫協議方針は現時点で不明であるが、

一県当たりの協議数制限又は予算制限が設定された場合は、本基準により優先順位の高いものか

ら国庫協議を行うこととする。なお、令和４年度に国の補正予算で本国庫補助金が措置された場

合も本基準を適用するものとする。) 

 

Ⅱ  選定方法 

国が設定している選定対象施設の基準を満たす事業について、県施策として優先すべき基準に

より国庫協議を行う事業の優先順位を付す。 

社会福祉施設等施設整備費国庫補助金協議の実施に当たり、県の優先順位を付す必要があるた

め、国が示している留意事項及び県施策として優先すべき基準により国庫協議を行う事業の優先

順位を付す。 

 
１ 県優先項目 

整備区分 優先項目 理  由 

Ｓ 社会環境的要

因により早急に対

応が必要な改修等 

(1) ①強度行動障がい児者、②重度障がい児者（生

活介護、グループホーム、放課後等デイサービス、

短期入所に限る）の定員を増加させる整備。（①、

②の順で優先とする。） 

入所施設、病院、自宅からの移行ニー

ズ及び在宅生活の支援のため、現在不足

している地域の受け皿となる環境の整備

が緊急的に必要であるため。 

(2)ウイルス性感染症等の感染拡大を防止する観

点から、入所施設等において多床室の個室化改修

整備。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止のため、現在１部屋を２人以上で利

用している居室の改修を推奨する。 

(3)施設の防災・減災の観点から、①建築基準法に

基づく耐震化基準に満たない施設等の耐震化整

備、②災害による停電時の電源確保のための非常

用自家発電設備整備、③災害による断水時に、飲

料水・生活用水の確保の必要性が高い入所施設等

の給水設備、④洪水浸水想定区域及び地すべり防

止区域等危険区域に所在する施設の移転改築整

備、⑤安全性に問題のある組積造又はコンクリー

トブロック造の塀の改修整備、⑥グループホーム

にスプリンクラーを設置する大規模改修を行うも

の。（消防法上の設置義務のある事業所に限る。

定員・面積の多い施設を優先する。）（①、②、

③、④、⑤、⑥の順で優先とする。） 

「防災・減災、国土強靭化のための５

か年加速化対策」（令和 2 年 12 月 11 日

閣議決定）において、社会福祉施設等は、

耐震化整備、ブロック塀の改修、水害対

策強化及び非常用自家発電設備整備を行

うこととされ、緊急的に対応が必要であ

るため。 

また、消防法施行令改正により既存グ

ループホームのうち支援区分の高い者が

大半を占めるグループホームにスプリン

クラー設置義務が生じたことによる。 

(4)地域生活支援拠点に位置づけられる施設整備

に係る経費。（定員・面積の多い施設を優先す

る。） 

 

障がい児者の重度化等や「親亡き後」

を見据え、居住支援のための機能を地域

の実情に応じて整備し、障がい児者の生

活を地域全体で支える仕組みを構築する

必要があるため。 
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整備区分 優先項目 理  由 

Ａ 定員を増加さ

せる整備 

(1) 圏域におけるサービス提供体制（定員数）の、

県障害福祉計画の整備計画達成率がより低いサ

ービスの整備。（１件順位を決定する度に、その

整備が行われたものとして計画達成率を再計算

する。） 

圏域において不足しているサービスを

充足させるため。 

(2)①重度障がい児者（Ｓ(1)②で対象の施設以

外）、②精神障がい者（グループホームに限る）

を対象とするもの。（①、②の順で優先とする。） 

 重度障がい児者、精神障がい者の地域

移行を促進するため。 

(3)増加する定員がより多いもの。  地域における受け皿の拡大。 

(4) 市町村におけるサービス提供体制（定員数）

の、県障害福祉計画の整備達成率がより少ないサ

ービスの整備。 

 市町村において不足しているサービス

を充足させるため。 

(5)過去３年間における県施設整備補助金の事業

実績額がより少ない法人。 

事業の公平性を確保するため。 

(6) 整備予定が、合併前の旧４市以外に位置する

もの。 

  

Ｂ 定員の増加を

伴わない、建替え、

改修等の整備 

(1)安全確保のために早急な改修が必要となる修繕

等。 

利用者への影響の大きさを踏まえ、よ

り必要性の高い事業を優先的に扱う。 

(2)利用者の処遇改善のために必要となる修繕等。 

(3) (1)、(2)以外の修繕等。 

(4)入所施設又は居住サービス事業所である。 

(5)①強度行動障がい児者、②重度障がい児者を対

象とするもの。（①、②の順で優先とする。） 

(6) 耐用年数に対する経過年数の割合が高いもの。 

(7)過去３年間における県施設整備補助金の事業

実績額がより少ない法人。 

 
２ 協議順位の決定方法 

（１）整備区分の優先順位 

「Ｓ 社会環境的要因により早急に対応が必要な改修等」を最優先する。次に「Ａ 定員を増加させる

整備」、その次に「Ｂ 定員の増加を伴わない、建替え、改修等の整備」の優先順位とする。ただし、

「Ａ 定員を増加させる整備」について、圏域における現状のサービス提供体制（定員数）が県障害福

祉計画による計画値以上である場合は「Ｂ 定員の増加を伴わない、建替え、改修等の整備」より後順

位とする。 

※既に事業を実施しており移転するための整備を行う場合、移転前後で定員の増加がなければ「定員を

増加させる整備」には含まない。ただし、事業実施希望取りまとめ時点では事業を実施しておらず、施

設整備までの間、一時的に借家等により事業を開始することにより圏域における定員を増加させ、整備

後に移転する計画である場合は、移転時に定員の増加がなくとも「定員を増加させる整備」として取り

扱う。 

 

（２）整備区分内での優先順位 

ア 「Ｓ 社会環境的要因により早急に対応が必要な改修等」の整備区分の中で複数の申請がある場合の優先

順位は項目(1)、(2)、(3)、(4)の順とし、さらに項目の中で複数の申請がある場合は、定員の多い順、定

員が同数の場合は面積の大きい順とする。 

イ 「Ａ 定員を増加させる整備」、「Ｂ 定員の増加を伴わない、建替え、改修等の整備」それぞれの整備区

分の中で複数の申請がある場合の優先順位は、整備区分それぞれの優先項目(1)、(2)、(3)・・・の順に、

より上位の項目を満たすものを優先し、順位を決定する。 

-3-



 

＜例＞ 

Ａの優先項目(1)について、東部圏域のグループホームが、県障害福祉計画の整備計画に対するサービス提供

体制の達成率が最も低く、東部圏域のグループホームの整備をＸ、Ｙ、Ｚが希望している場合。 

 

 優先項

目(2) 

 

 

 

 

 

 

 

優先項

目(3) 

  優先項

目(4) 

 

 

 

 

 

 

順位 

X 事業 ○ X 事業 ○ X 事業 ○ １ 

Y 事業 ○ Y 事業 × Y 事業   

Z 事業 ○ Z 事業 ○ Z 事業 ×  

 

 上図のとおり段階的に(2)、(3)・・とし、各段階の項目を順次満たしたＸが１位と決定。１位となったＸの整

備を行なったものとして、東部圏域のグループホームの県障害福祉計画の整備計画に対するサービス提供体制の

達成率を修正。 

 

 これにより、中部圏域の生活介護が、県障害福祉計画の整備計画に対するサービス提供体制の達成率が最も低

くなり、中部圏域の生活介護の整備をＳ、Ｔ、Ｕが希望している場合。 

  

 優先項

目(2) 

 

 

 

 

 

 

 

優先項

目(3) 

 順位 

S 事業 ○ S 事業 ×  

T 事業 × T 事業   

U 事業 ○ U 事業 ○ ２ 

 

 同様に、段階的に(2)、(3)・・とし、各段階の項目を順次満たすＵ事業を２位と決定。 

２位となったＵの整備を行ったものとして、中部圏域の生活介護の県障害福祉計画の整備計画に対するサービス

提供体制の達成率を修正し、その後は、県障害福祉計画の整備計画に対するサービス提供体制が一番低いものを

優先とする。 
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【参考】令和４年３月 10 日付厚生労働省社会・援護局事務連絡 

＜優先順位を付す際の指標＞  

ア 建築基準法に基づく耐震基準に満たない施設等の耐震化整備（耐震化のための改築、老朽化による改築等）を

行うもの  

イ 災害による停電時に電源確保の必要性が高い入所施設等において非常用自家発電設備の整備を行うもの  

ウ 災害による断水時に、飲料水・生活用水の確保の必要性が高い入所施設等において給水設備の整備を行うも

の  

エ 洪水浸水想定区域（水防法第十四条）等危険区域に所在する施設の安全を確保する観点から、入所施設等に

おいて水害対策のための大規模修繕や移転改築等の整備を図るもの  

オ 安全性に問題のある組積造又はコンクリートブロック造の塀（以下「ブロック塀等」という。）の改修整備を行うも

の  

カ 国土強靱化地域計画に位置づけられている整備を行うもの  

キ ウイルス性感染症等の感染拡大を防止する観点から、入所施設等において多床室の個室化改修等を行うもの  

ク 長期入院精神障害者など障害のある方が地域の一員として安心して生活できる環境作りのための共同生活援

助（以下「グループホーム」という。）や就労支援事業所等の整備を図るもの  

ケ 「社会福祉施設等施設整備費における大規模修繕等の取扱いについて」（平成 17 年 10 月５日）１の（10）に

定めるグループホーム改修整備を活用し、停電時に備えた外部給電を受けるために必要となる設備の改修及

び蓄電設備の設置に係る改修工事を行うもの 

コ 平成 25 年 12 月消防法施行令等の一部改正により、スプリンクラー設備及び自動火災報知設備の設置基準が

見直されたことに伴う整備を図るもの 

シ アスベストの除去等の整備を図るもの 

ス 利用者に対するサービス提供にとどまらず、特に過疎、山村、離島等においては、広く地域に開かれた在宅福

祉の推進拠点としての機能を果たすもの  

セ 「新生児集中治療管理室等に長期入院している児童に対する適切な療養・療育環境の確保等の取組について

（留意事項）」（平成 19 年 12 月 26 日医政総発第 1226001 号、雇児母発第 1226001 号、障障発第 1226001

号、保医発第 1226001 号）を踏まえた医療型障害児入所施設の整備を図るもの 

ソ 児童発達支援センターの地域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループによる療育など、発達障害

を含む障害児支援の充実を図るもの  

タ 「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平成 29 年３月

31 日厚生労働省告示第 116 号。以下「基本指針」という。）を踏まえ、重症心身障害児及び医療的ケア児が、身

近な地域で支援を受けられるように障害児通所支援の充実を図るもの  

チ 障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた観点から、地域で安心して暮らせるよう、地域生活への移行、

親元からの自立等に係る相談、一人暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供、ショート

ステイの利便性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確保、人材の確保・養成・連携等による専門

性の確保等の機能を備えた拠点の整備（以下「地域生活支援拠点整備」という。）を図るもの  

ツ 文教施設等の利用も含めて各種施設の合築、併設を行うものや、中心市街地等の利用しやすい場所に整備を

図るなど、土地の有効活用を図るもの 

テ 利用者の精神的なゆとりと安らぎのある生活環境づくりや、資源循環型社会の構築に寄与していくため、施設の

木造化、内装等への木材の利用や木製品の利用等その積極的な活用を行うもの 

ト 障害児入所施設に入所する 18 歳以上の者（過齢児）が成人期に相応しい環境で適切な支援を受けられるよう

にするため、障害者支援施設への転換するための改修など、障害福祉サービス施設・事業所等の施設基準を

満たすための整備を行うもの  
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審議事項イ 

社会福祉施設等施設整備費国庫補助金（令和４年度国補正分）協議優先順位について 
 

ささえあい福祉局障がい福祉課 
 

令和４年度国補正における施設整備費補助金の国庫協議にあたり、その優先順位をお諮りするものである。 
 
１ 令和４年度国補正社会福祉施設等施設整備費補助金の優先順位について 

本会で併せてお諮りしている「社会福祉施設等施設整備費国庫補助金協議優先順位設定基準」に基づき、下記のとおりの優
先順位とする。なお、事業費の詳細については参考資料のとおりであるが、国、事業者との協議により、今後、変更になる場合もあ
る。 

記 
 
整備区分Ｓ（社会環境的要因により早急に対応が必要な改修等） ⇒ 該当は２件  

優先順位 法人名 提供（予定）サービス 整備区分 
１ 特定非営利活動法人幸伸 

（ふくわうちグループホーム（仮）） 
・共同生活援助 
・短期入所 創設（新設） 

２ 
社会福祉法人光生会 

（米子ワークホーム） 

・施設入所支援 
・生活介護 
・就労継続支援 B 型 
・就労移行支援 

大規模修繕 
（非常用自家発電設備の更新） 

※基準〜抜粋〜 
(1) ①強度行動障がい児者、②重度障がい児者（生活介護、グループホーム、放課後等デイサービス、短期入所に限る）を
対象とする定員を増加させる整備。（①、②の順で優先とする。） 
(3)施設の防災・減災の観点から、①建築基準法に基づく耐震化基準に満たない施設等の耐震化整備、②災害による停電
時の電源確保のための非常用自家発電設備整備、③災害による断水時に、飲料水・生活用水の確保の必要性が高い入
所施設等の給水設備、④洪水浸水想定区域及び地すべり防止区域等危険区域に所在する施設の移転改築整備、⑤安
全性に問題のある組積造又はコンクリートブロック造の塀の改修整備、⑥グループホームにスプリンクラーを設置する大規模改
修を行うもの。（消防法上の設置義務のある事業所に限る。定員・⾯積の多い施設を優先する。）（①〜⑥の順で優先と
する。） 

 

整備区分 A（定員を増加させる整備） ⇒ 該当なし 
 

整備区分Ｂ（定員の増加を伴わない、建替え、改修等の整備） ⇒ 該当は１件  
優先順位 法人名 提供（予定）サービス 整備区分 

３ 社会福祉法人敬仁会 
（障害者支援施設敬仁会館） 

・施設入所支援 
・生活介護 

大規模修繕 
（冷暖房施設・厨房温水ヒーター更新） 

※基準〜抜粋〜 
(1)安全確保のために早急な改修が必要となる修繕等。 
(2)利用者の処遇改善のために必要となる修繕等。 
(3) (1)、(2)以外の修繕等。 

 

整備区分なし（定員を増加させる整備のうち、圏域における提供体制が福祉計画値を上回っているもの） ⇒ 該当は１件  
優先順位 法人名 提供（予定）サービス 整備区分 

４ 特定非営利活動法人 
発達障がい児親の会ＣＨＥＲＲＹ 
（チェリーズ２（仮)） 

児童発達支援 創設（新設） 
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審議事項イ 

※基準〜抜粋〜 
（１）整備区分の優先順位 
Ｓ 社会環境的要因により早急に対応が必要な改修等」を最優先する。次に「Ａ 定員を増加させる整備」、その次に「Ｂ 
定員の増加を伴わない、建替え、改修等の整備」の優先順位とする。ただし、「Ａ 定員を増加させる整備」について、圏域にお
ける現状のサービス提供体制（定員数）が県障害福祉計画による計画値以上である場合は「Ｂ 定員の増加を伴わない、
建替え、改修等の整備」より後順位とする。 

＜現在の充足状況＞ 
 ・令和５年度⻄部圏域計画値：141 人 
 ・令和 4 年 11 月時点提供体制：160 人（休止中事業所 10 人を含む） 

・充足率：113.4％ 
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報告事項ア 

児童相談所の体制強化の検討等について 

令和４年１１月１７日 

家庭支援課 

 児童福祉法の改正等や児童に係る重大事案が続けて発生していること等を踏まえ、子どもや子育て世帯へ

の支援体制を強化するため、総務部主導で児童相談所の体制強化を図ることとしています。 

このたび、その体制強化に向けて児童相談所の現状及び課題等を整理するとともに、「児童相談所の体制強

化に向けた改善検討チーム」（以下「改善検討チーム」という。）を立ち上げて検討を開始しましたので報告

します。 

 

１ 背景 

・令和元年７～８月の米子児童相談所における施設内虐待事案及び令和４年２月の米子児童相談所措置児

童の母親逮捕事案が起こったこと。 

・令和３年８月に児童相談所措置児童が児童施設内で死亡する事案が起こったこと。 

 ・子ども家庭庁の設置（令和５年４月）、子ども基本法の施行（令和５年４月）及び児童福祉法の改正（令

和６年４月施行）により、子どもや子育て世帯の支援施策が強化される状況にあること。 

 

２ 現状等 

（１）児童相談所における児童虐待等への対応状況 

※中央児童相談所の定数は福祉相談センター定数（女性相談課の４人を含む） 

（２）児童相談所の体制強化の状況 

   ［R1］ 市町村担当児童福祉司の配置、精神科医の配置（３児相）、弁護士の派遣（中央、米子週１回、

倉吉２週に１回）、警察官の配置（中央） 

   ［R2］ 米子児相に警察官配置 

   ［R3］ 倉吉児相に警察官、里親支援児童福祉司配置 

   ［R4］ 中央、米子に里親支援児童福祉司配置 

（３）重大事案を踏まえた改善状況 

・一時保護所業務マニュアルの見直し（Ｒ１．１１）、一時保護所の倫理規程の作成（Ｒ１．１２） 

   ・一時保護所の深夜(22:00～8:30)の指導体制を夜間指導員（会計年度任用職員）１名体制から正職員

と夜間指導員の２名体制に改善（米子 Ｒ２.２～、中央・倉吉 Ｒ２.４～） 

・会計年度任用職員を含む児相全職員への施設内虐待防止研修を毎年度実施（Ｒ２．４～） 

   ・３児相で一時保護所の第三者評価を実施。概ね「適切に実施されている」との評価。一部「やや適

切さに欠ける」との評価もあったが、いずれも改善済み又は年内の改善済みに向けて検討中。 

     ※検討中のもの…重大事案に係る触法少年の対応マニュアル作成 

・県版アドボカシー（児童の意見表明を支援するとともに救済に繋げる制度）の構築（Ｒ３は検討、

Ｒ４は試行実施（Ｒ４．１０～）、Ｒ５から本格実施の予定） 

・児相全体の第三者評価の実施（Ｒ４は米子、Ｒ５・６に中央・倉吉で実施） 

   ・困難事案については３児相合同でケース会議を実施（Ｒ４．６～） 

（４）母親逮捕事案の検証 

   ・母親の逮捕事案については、家庭支援課、中央児相及び倉吉児相での内部検証を９月に終えた。 

・警察や弁護士、学校など関係機関と連携しながら慎重に対応していたが、刑事告訴をもっと早く行

っていれば早期発見につながった可能性があると結論づけた。 

・現在、県外の専門家（横浜市・子どもの虹情報研修センター所長）による外部検証を行っている。 

区   分 中央 倉吉 米子  

職員定数（R4.4） ３０人 １４人 ２２人  

児童福祉司担当ケース数（R4.3.31） ３７件／人 ４５件／人 ５０件／人 
※（参考）国配置基準 

４０件／人 

虐待通告件数（R3年度） ２３９件 １１０件 １８９件  

虐待認定件数（R3年度） ５２件 １６件 ６７件  

一時保護（所内・委託）件数（R3年度） ２４７件 １９２件 ２３１件  
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３ 児童相談所が抱える課題 

（１）児童相談所からみた主な課題 

更により良い運営に繋げるため、児童相談所自身が改善が必要と考える課題は次のとおり 

   ・中堅職員による若手職員への指導が不十分。 

・対応困難な案件が集中すると、適時な対応ができない。 

・県の組織の中だけでは、若い職員の経験の場や機会が少なく、福祉職としての基礎力が身につきに

くくなっている。 

（２）児童養護施設からみた主な課題 

施設と児相との連携強化に向けて、施設から見た児童相談所の課題を聞き取ったところ、次のような

ケースがあった。 

   ・入所打診の際の児童の情報が少なく、情報・状況を把握できないまま受け入れることがある。 

   ・担当児童福祉司による面会が年に１～２回程度の時もあり、関係性が深まりにくい。 

 

４ 体制強化に向けた検討状況 

総務部主導による児童相談所の体制強化に係る検討を８月から開始した。現場の状況をよく把握した上

で、児童相談所ごとの課題や問題点等の整理を行い、令和５年度組織編制に向けて、定数増も含め必要な

体制の確保について検討を進めていく。 

・総務部主導で「児童相談所の体制強化に向けた改善検討チーム」（チーム長・副知事、チーム員・総務

部長、子育て・人財局長、関係課長など）を８月末に立ち上げ、来年度の組織改正に向けて児童相談

所を含めた関係機関のヒアリングを実施し、児童相談所の課題・問題点の整理や要因分析を行う。 

・業務の進め方を見直すことにより改善が図られる事項については、各児童相談所や子育て・人財局が

早急に検討を行い、実施する。 
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報告事項イ 

療養病床転換助成事業補助金について 

（報告事項） 

 

令 和 ４ 年 ９ 月 ５ 日 

長 寿 社 会 課 

 

 

令和４年度交付予定は以下のとおりです。 

 

 

                                        （単位：千円） 

事業者 転換予定病床数 交付額 国庫(10/27) 保険者(12/27) 県費(5/27) 

社会医療法人明和会

医療福祉センター  

60 床  30,000 

 

※500 千円（配分基礎単

価）×60 床＝30,000 千円

11,111 13,333 5,556 

 

 

＜療養病床転換助成事業補助金＞ 

医療機関が有する医療療養病床の一部を介護医療院に転換するために要する経費の一部を助成する。 

 

※対象経費：工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事費又は工事請負費の2.6％に相当する額以内）。

ただし、別の負担（補助）金等において別途補助対象とする費用を除き、工事費又は工事請負費にはこれ

と同等と認められる委託費及び分担金及び適当と認められる費用を含む。 

 ※負担割合は、国 10/27、保険者 12/27、県費 5/27 
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報告事項ウ 

鳥取県版子どものアドボカシーの試行実施について 
 

令和４年１１月１７日 
家庭支援課 

 

【試行実施の概要】 

 

○各児童相談所に意見表明支援員を派遣し、一時保護中の子どもの意見表明を支援 

・子どもが伝えたいことを子どもと一緒に考えて児相に伝え、子どもとともに問題解決を図る  

 

○令和５年度からの本格実施に向け、１０月２０日から２月上旬まで試行実施し、子どもの声を引き出す効

果的手法や、子どもの権利救済の枠組の確立を目指す 

・試行では、毎週１回、意見表明支援員（弁護士または大学教員）が各児相を訪問 

・一時保護中の児童、措置決定（変更）を検討する児童から直接話を聞いて、よりよい対応に繋げる 

 

※アドボカシー 

子どもの権利擁護のため、子どもの意見を第三者がくみ取り、子どもの意見表明をサポートする仕組み 

 

１ 背景 

国の「新しい社会的養育ビジョン」に基づき、県は令和２年９月に「鳥取県社会的養育推進計画」を策定し、

子どもの権利擁護に関する取組として、 

①児童虐待の未然防止や子どもの権利擁護の重要性に関する啓発活動の充実 

②子ども自身が子どもの権利を学ぶ取組に対する支援と鳥取県社会的養育推進計画策定への参画 

③子どもの意見表明をサポートまたは代弁する新たな仕組みの検討 

を行うこととしている。 

令和６年４月から施行される改正児童福祉法では、一時保護や施設入所の際、子どもの意向を把握・勘案

し措置を講ずること、都道府県は児童の意見・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境を整備することが

盛り込まれた。 

   また、令和５年４月から施行される子ども基本法では、基本理念として、全ての子どもについて、その年齢

及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会

的活動に参画する機会が確保されること、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること

とされている。 

２ 現状及び予定 

・鳥取県版子どものアドボカシーの構築については、令和３年度に意見表明支援員の確保や養成、権利

救済の枠組みなどを検討してきた。 

・令和４年１０月２０日から各児童相談所の一時保護所で試行実施し、その結果を踏まえて令和５年度の本

格実施に向けた検討を行う。 

（検討会委員） 

学識経験者、弁護士、施設等関係団体、福祉関係団体、社会的養育経験者、行政機関 

・意見表明支援員の養成研修を１月に開催予定 

・児童や施設職員等に向けたアドボカシー啓発動画を本年度中に作成予定 

-12-



 
報告事項エ 

報  告 

 

一斉改選に伴う民生・児童委員候補者及び主任児童委員候補者の審査の適否

について、民生委員審査専門分科会で決議しましたので、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

１ 日  時 令和４年１０月５日（水）午前１１時～午後１２時１０分 

２ 場  所 とりぎん文化会館 第３会議室 

３ 出 席 者 民生委員審査専門分科会委員 ６名 

４ 決議事項 

（１） 民生委員・児童委員候補者の審査について 

  民生委員・児童委員候補者は全員適当であると認めた。 

※ 推薦会からの推薦状況（令和４年 10 月 5日時点） 

区 分 定 数 推薦数 

推薦内訳 

改選率 平均年齢 欠員数 
再任 新任 元 

平成 19年度 1,451 人 1,446 人 879 人 565 人 2 人 39.2% 62.91 5 人 

平成 22年度 1,462 人 1,433 人 940 人 491 人 2 人 34.4% 63.80 29 人 

平成 25年度 1,472 人 1,417 人 927 人 489 人 1 人 34.6% 64.87 55 人 

平成 28年度 1,476 人 1,392 人 977 人 410 人 5 人 29.8% 65.91 84 人 

令和元年度 1,043 人 982 人 688 人 292 人 2 人 29.9% 66.98 61 人 

令和４年度 1,056 人 967 人 672 人 291 人 4 人 30.5% 67.69 89 人 

 

（２） 主任児童委員候補者の審査について 

  主任児童委員候補者は全員適当であると認めた。 

※ 推薦会からの推薦状況（令和 4 年 10 月 5日時点） 

区 分 定 数 推薦数 

推薦内訳 

改選率 欠員数 
再任 新任 元 

平成 19年度 217 人 210 人 142 人 68 人 0 人 32.3% 7 人 

平成 22年度 214 人 209 人 140 人 69 人 0 人 33.0% 5 人 

平成 25年度 212 人 204 人 140 人 64 人 0 人 31.3% 8 人 

平成 28年度 212 人 199 人 146 人 52 人 1 人 26.1% 13 人 

令和元年度 130 人 125 人 97 人 28 人 0 人 22.4% 5 人 

令和４年度 130 人 125 人 100 人 25 人 0 人 20% 5 人 
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（３） 社会福祉審議会民生委員審査専門分科会の意見聴取の省略について 

  一斉改選時、分科会での審議の後、一斉改選日までの間に市町村から推薦

された候補者について、候補者個々について適格性に疑義がない場合には、

民生委員分科会の意見聴取を省略することを認めた。 

（なお、意見書が添付された候補者について、疑義がある場合には文書による

審査を行う。） 
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報告事項オ 

報  告 

 

 児童福祉専門分科会は、鳥取県社会福祉審議会規程第４条第４項第５号に基

づき、下記事項について令和４年３月１０日、令和４年７月７日及び令和４年７

月２６日に決議したので、同規程第８条の規定により報告します。 

 

記 

 

児童福祉法施行令第２９条に規定する里親の認定に必要な決議 

 

次の者についての認定を、適当と認めた。 

 

区     分 住   所 答申年月日 

養育里親・養子縁組里親 鳥 取 市 令和４年５月１７日 

養 育 里 親 鳥 取 市 令和４年５月１７日 

養 育 里 親 倉 吉 市 令和４年５月１７日 

養 育 里 親 米 子 市 令和４年５月１７日 

養育里親・養子縁組里親 鳥 取 市 令和４年９月８日 

養育里親・養子縁組里親 鳥 取 市 令和４年９月８日 

養 育 里 親 鳥 取 市 令和４年９月８日 

養 育 里 親 倉 吉 市 令和４年９月８日 

養育里親・養子縁組里親 米 子 市 令和４年９月８日 

養育里親・養子縁組里親 米 子 市 令和４年９月８日 

養 子 縁 組 里 親 米 子 市 令和４年９月８日 

養 育 里 親 米 子 市 令和４年９月８日 
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